
   上富良野町既存住宅耐震改修費補助金交付要綱 

（平成２１年９月１８日決定） 

（平成２３年４月２１日決定） 

 (目的) 

第 1 条 この要綱は、上富良野町内にある既存住宅の耐震改修工事を行う者に対し、予算の範囲内にお

いて、その費用の一部を補助することにより、既存住宅の耐震改修の促進を図り、地震発生時の住宅

の倒壊等による被害を軽減することを目的とする。 

 (定義) 

第 2 条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 

 (1) 既存住宅 

昭和 56 年 5 月 31 日以前に着工された戸建て、長屋、併用住宅（店舗併用住宅で、店舗等の用途

に供する部分の床面積が延べ床面積の 2分の 1未満のものを含む。）及び共同住宅をいう。 

 (2) 耐震診断 

次のいずれかに該当する既存住宅の地震に対する安全性の評価をいう。 

   ア 「建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項（平成 18 年 1

月 25 日付け国土交通省告示第 184 号別添）」第一に規定する建築物の耐震診断の指針による耐

震診断 

   イ 国土交通大臣が上記アの指針と同等以上の効力を有すると認めた方法（「特定建築物の耐震診

断及び耐震改修に関する指針に係る認定について（平成 17 年 7 月 5日国住指第 902 号）」）によ

る耐震診断 

   ウ 上記のアからイに掲げる方法と同等と認められる耐震診断 

 (3) 耐震改修工事 

耐震診断の結果により、倒壊の危険性があると判断された既存住宅の耐震改修工事で、その内容が

耐震関係規定又は地震に対する安全上これに準ずるものとして国土交通大臣が定める基準に適合し

ているもの。 

 (補助の対象) 

第 3 条 補助の対象は、次に掲げる要件すべてに該当するものとする。 

 (1) 補助金の交付を受けようとする者（以下「申込者」という。）が自ら居住の用に供している既存

住宅。「建築物の区分所有等に関する法律（昭和 37 年法律第 69 号）」による区分所有の住宅にあ

っては、耐震改修工事等について同法第 3条の規定に基づく管理組合の議決等を経ていること。 

 (2) 耐震診断の結果、現行の耐震関係規定と同程度の性能を満たさないと判断されたもの。ただし、

共同住宅（木造で延べ床面積 500 平方メートル以内のものを除く）にあっては次のアかつイ又は

ウのいずれかに該当するものとする。 

   ア 専門的機能を有すると町長が認める機関（別表）において耐震診断結果が確認されているこ

と。 

  イ 専門的機能を有すると町長が認める機関（別表）において評定を受けた耐震改修計画に基づ

く工事であること。 

  ウ 建築物の耐震改修の促進に関する法律第 8 条第 3 項の規定に基づく建築物の耐震改修の計画

の認定を受けて耐震化を行うもの又は建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 86 条の 8 第 1

項の規定に基づく全体計画の認定による他、これと同等に地震に対して安全な構造となること

を確認できる方法による。 

(3) 建築基準法その他関係法令に、明らかな法令違反がないこと。 

(4) 申込者と生計を一にする同居の親族は、上富良野町町税等の滞納者に対する行政サービスの制



限措置等に関する条例（平成 18 年上富良野町条例第 19 号）に基づく町税等の滞納がないものと

する。ただし、同条例第11条第 1項の規定に基づく特例措置を受けている場合を除くものとする。 

2 町長は、特段の事情への配慮が必要と認められる場合は、補助の対象に係る要件の一部を免ずるこ

とができる。 

 (補助対象経費) 

第4条 補助対象経費は、補助の対象となる既存住宅について所有者が行う耐震改修工事及び耐震改修

工事の実施に伴う付帯工事（外壁、屋根の更新、断熱改修等を含む）に係る経費とする。ただし、明

らかに耐震補強に寄与しない工事は、当該工事を分離して算定し補助対象経費から除外する。 

 (補助金の交付額等) 

第 5 条 住宅耐震改修に対する助成額は、次に掲げる額の合計額とする。 

 (1) 補助金の額は 30 万円とする。ただし、補助対象経費が 30 万円を下回る場合は当該費用の額と

する。 

 (2) 租税特別措置法第 41 条の 19 の 2 に規定する所得税額の特別控除の額 

2 助成額の交付に当たっては、あらかじめ前項第 2 号の額を差し引いて、同項第 1 号の額を交付する

ものとする。 

3 前項で計算された１棟あたりの補助金の額に 1,000 円未満の端数があるときは、これを切り捨てる

ものとする。 

 (補助金の申込み) 

第 6 条 申込者は、工事着手前に上富良野町既存住宅耐震改修費補助金申込書（以下「申込書」という。

別記様式第 1号）に関係書類を添えて町長に提出しなければならない。 

2 前項に掲げる関係書類は次の各号に該当するものをいう。 

(1) 耐震診断報告書（写し） 

(2) 改修計画書（別紙 1） 

(3) 位置図、配置図、平面図等（改修内容の記載されたもの） 

(4) 補強後の想定耐震診断報告書 

(5) 耐震改修工事費見積内訳書 

(6) 納税状況確認同意書（別記様式第 5号） 

3 町長は、第 1 項の申込書を受理したときは、上富良野町町税等の滞納者に対する行政サービスの制

限措置等に関する条例に基づく世帯全員に町税等の滞納がないことを確認したうえで、申込書の内容

を審査し、その結果を上富良野町既存住宅耐震改修費補助金審査結果通知書（以下「審査結果通知書」

という。別記様式第 2号）により申込者に通知するものとする。 

4 町長は、第 1項の申込書を受理した後、必要に応じて現地調査等を行うことができるものとし、申込

者はこの現地調査等に協力しなければならない。 

 (申込み内容の変更) 

第 7 条 申込み内容に次の各号のいずれかに該当する変更が生じたときは、上富良野町既存住宅耐震改

修費補助金（変更・取り消し）届（別記様式第 3号）を町長に提出しなければならない。 

(1) 施工業者 

(2) 耐震改修工事費の変更 

(3) 耐震改修工事の中止 

2 改修工事計画に変更が生じた場合は、町長の承諾を得なければならない。 

 (補助金の交付申請) 

第 8 条 補助対象として適当である旨の通知を受けた申込者で耐震改修工事の完了した者は、補助金の

交付申請を行うことができる。 



2 前項の規定による申請は、上富良野町既存住宅耐震改修費補助金交付申請書（以下「申請書」とい

う。別記様式第 4 号）に関係書類を添えて、耐震改修工事の完了した日から 30 日以内又は 3 月 31 日

までのうち、いずれか早い日までに町長に提出しなければならない。 

3 前項に掲げる関係書類は次の各号に該当するものをいう。 

(1) 改修工事後の耐震診断報告書 

(2) 竣工図（改修内容の記載されたもの） 

(3) 写真（耐震改修工事の内容が確認できるもの） 

(4) 工事請負契約書（写し） 

(5) 工事代金領収書（写し） 

 (補助金の交付決定及び交付) 

第9条 町長は、前条の規定による申請書及び関係書類が提出されたときは、上富良野町町税等の滞納

者に対する行政サービスの制限措置等に関する条例に基づく世帯全員に町税等の滞納がないことを

確認したうえで、当該申請に係る書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等によりその内容を審査

し、補助金の交付を決定する。また、補助金交付決定通知書により申請者に通知し、補助金の交付を

行うものとする。 

 (補助金の返還) 

第 10 条 補助金の交付の決定をうけた者又は補助金の交付を受けた者が補助金の交付決定の内容又は

これに付された条件、規則、交付要綱若しくはこれに基づく町の処分に違反したときは、町長は、補

助金の交付の決定を取り消し、又は既に交付した補助金の一部若しくは全部を返還させるものとする。 

 (書類の保管) 

第 11 条 この事業に関する書類は事業完了後 10 年間保存するものとする。 

 (その他) 

第 12 条 この要綱に定めるもののほか、補助金に関して必要な事項は別に定める。 

 

   附 則 

この要綱は、平成 21 年 10 月 1 日から施行する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成 23 年４月 21 日から施行する。 

 

別表 

専門的機能を有すると町長 

が認める機関 

耐震診断 

（判定） 

耐震改修計画 

（評定） 

社団法人北海道建築士事務所協会 ○ － 

財団法人北海道建築指導センター ○ ○ 

日本ＥＲＩ(株) ○ ○ 

(株)札幌工業検査 ○ ○ 

ビューローベリタスジャパン(株) ○ ○ 

 



別記様式第１号（第６条関係） 

  年  月  日 

 

上富良野町長       様 

 

申込者 〒 

住 所 

氏
フリ

 名
ガナ

              ○印  

電話番号 

 

 

上富良野町既存住宅耐震改修費補助金申込書 
 

上富良野町既存住宅耐震改修費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のと

おり申し込みます。 

この申込書及び添付書類に記載した内容を、個人が特定出来ない範囲内で耐震対策関連事業の普及・啓

発目的で利用することに同意します。 

 

記 

 

耐震改修住宅所在地  

耐震改修工事費（予定額） 千円 

補助金交付申請予定額 千円 

 

 

 

（添付書類） 

（１）耐震診断報告書 

（２）改修計画書（別紙１） 

（３）位置図、配置図、平面図等（改修内容の記載されたもの） 

（４）補強後の想定耐震診断報告書 

（５）耐震改修工事費見積内訳書 

（６）納税状況確認同意書 



（別紙１） 

改 修 計 画 書 

整理番号 
申込者氏名  

※ 

施 工 者 

会 社 名： 

住   所： 

担当者氏名： 

担当者連絡先： 

改修計画作成者 

（設計者） 

氏   名：                    ○印 

連 絡 先： 

所属事務所名： 

上部構造評点 

のうち最小の値 
改修前  改修後  

壁の強さ 

に関する措置 
 

耐力要素の配置 

に関する措置 
 

劣化度 

に関する措置 
 

耐

震

改

修

計

画

の

内

容 

その他の措置  

総額Ａ＋Ｂ 補助対象工事費：Ａ 補助対象外工事費：Ｂ 改修工事費用 

（予定） 

（単位：千円） 
千円 千円 千円

※欄は記入しないでください。 



別記様式第２号（第６条関係） 

上富建設第    号 

  年  月  日 

 

 様 

 

上富良野町長         

 

上富良野町既存住宅耐震改修費補助金審査結果通知書 
 

上富良野町既存住宅耐震改修費補助金の審査結果を下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１ 審 査 結 果     （１）対象と認めます 

（２）下記の理由で対象と認められません 

 

２ 対象と認められない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 補助対象者は、次のことに注意してください。 

（１）下記の変更が生じた場合は、速やかに変更届（別記第３号様式）を提出してください。 

・ 施工業者の変更 

・ 耐震改修工事費の変更 

・ 耐震改修工事の中止 

（２）申込み内容の確認のため、現地調査を実施する場合がありますのでご協力をお願いします。 

（３）補助金の交付申請は、耐震改修工事の完了後３０日以内又は３月３１日までのうち、いずれか早い

日までに行ってください。 

（４）補助金の振込先には、申請者名義の口座を記入してください。 

（５）交付決定通知書を送付して補助金の振込みまでには、数日かかりますのでご了承ください。 

（６）この申込み及び申請に係る関係書類に記載された内容は、個人が特定出来ない範囲内で耐震対策 

関連事業の普及・啓発目的で利用することがあります。 



別記様式第３号（第７条関係） 

  年  月  日 

 

上富良野町長       様 

 

申込者 〒 

住 所 

氏
フリ

 名
ガナ

              ○印  

電話番号 

 

 

上富良野町既存住宅耐震改修費補助金申込（変更・取消）届 
 

上富良野町既存住宅耐震改修費補助金について、下記のとおり（変更・取消）したいので、上富良野町

既存住宅耐震改修費補助金交付要綱第７条第１項の規定により届けます。 

 

記 

 

（変更・取消の内容、理由） 



別記様式第４号（第８条関係） 

  年  月  日 

 

上富良野町長       様 

 

申込者 〒 

住 所 

氏
フリ

 名
ガナ

              ○印  

電話番号 

 

上富良野町既存住宅耐震改修費補助金交付申請書 
 

上富良野町既存住宅耐震改修費補助金交付要綱に基づく補助金の交付を受けたいので、関係書類を添え

て下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 交付申請額        金             円 

２ 耐震改修工事の概要 

耐震改修住宅の所在地  

診断時の総合評点  

改修後の総合評点  

改 修 工 事 費  

補 助 金 の 振 込 先 

金融機関名： 

預 金 種 別： 普通 ・ 当座 

口 座 番 号： 

口座名義人（ｶﾅ書き）： 

※口座名義人は申請者と同一であること。 

３ 添付書類 

（１）改修工事後の耐震診断報告書 

（２）竣工図（改修内容が記載されたもの） 

（３）写真（耐震改修工事の内容が確認できるもの） 

（４）工事請負契約書（写し） 

（５）工事代金領収書（写し） 



別記様式第５号（第６条関係） 

 

納税状況確認同意書 
 

私は、上富良野町既存住宅耐震改修費補助金の交付申請に当たり、上富良野町町税等の滞納者に対する

行政サービスの制限措置等に関する条例第７条第１項及び第２項の規定に基づき、私及び世帯全員の町税

等（町税、国民健康保険税）の納税状況について確認することに同意いたします。 

 

   年  月  日 

上富良野町長       様 

 

申込者 〒 

住 所 

氏
フリ

 名
ガナ

              ○印  

電話番号 

 

 

委   任   状 

 

私は、私の町税等の納税状況及び納税に関する一切の権限を申請者である             

に委任いたします。 

 

世帯員  氏 名             ○印  

世帯員  氏 名             ○印  

世帯員  氏 名             ○印  

世帯員  氏 名             ○印  

世帯員  氏 名             ○印  

 

徴税吏員確認月日及び担当者氏名 
滞納の

有無 

納税誓約書

提出の有無 

納税誓約書

の承認状況

事業申請時 
確 認 日      年  月  日 

確認者職氏名            印 

有 

無 

有 

無 

承認する 

承認しない

納税誓約書の履行状況 
事業完了時 

確 認 日      年  月  日 

確認者職氏名            印 

有 

無 完納・履行中・不履行 

 


